
災害等緊急時における電力データの活用について

２０２０年６月１１日
資源エネルギー庁

資料４－１



【報告】改正電気事業法に基づく災害等緊急時の電力データ活用について
 前々回の本小委員会の議論を踏まえ、改正電気事業法に基づく災害等緊急時の電
力データ活用について、経済産業大臣が一般送配電事業者に対し、電力データの提
供を求める際の「処分基準」についてパブリックコメントを実施。
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【参考１】改正電気事業法関係条文

（情報提供の求め）
第三十四条 経済産業大臣は、電気の安定供給の確保に支障が生ずることにより、国民の生命、身体又は財産に重大な被害が
生じ、又は生ずるおそれがある緊急の事態への対処又は当該事態の発生の防止のため必要があると認める場合には、一般送
配電事業者に対し、関係行政機関又は地方公共団体の長に対して必要な情報を提供することを求めることができる。

２ 一般送配電事業者は、経済産業大臣から前項の規定による求めがあつたときは、正当な理由がない限り、速やかに、その求
めに応じなければならない。

３ （略）

【参考２】電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等

（４９）第３４条第１項の規定による緊急の事態への対処等のための一般送配電事業者に対する情報の提供の求め

第３４条第１項の規定による緊急の事態への対処等のための一般送配電事業者に対する情報の提供の求めについては、同
項に処分の基準が規定されているところであり、より具体的には、例えば、次のような場合とする。

① 関係行政機関又は地方公共団体（以下「関係行政機関等」という。）が、一般送配電事業者から提供を受けた配電線地図、
通電情報又は復旧工事計画その他の緊急の事態への対処のために必要な情報を活用し、速やかに停電地域や停電の復
旧見込みを把握し、復旧計画を策定すること等ができると認められる場合

② 関係行政機関等が、一般送配電事業者から提供を受けた配電線地図その他の緊急の事態の発生の防止のために必要
な情報を活用し、より適切な防災計画を策定すること等ができると認められる場合





【報告】地方自治体や関係行政機関向けの基準の必要性について
 エネルギー供給強靱化法の法案審議において、取り扱う個人情報の重要性にかんが
み、情報を受け取った地方自治体や関係行政機関において、適切な情報管理が行
われるための国の基準の必要性について指摘がなされたところ。
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【参考１】5月20日衆議院経済産業委員会速記録（抜粋）
〇山岡委員
（前略）一方で、法案の法文には、ただただ情報提供ができるという趣旨のことが書いてあるので、この具体的な運用の話を聞

くと確かにそのとおりと思うわけでありますが、しかし、法文上は、さまざま電力情報を、自治体はもちろんでありますけれども、いろ
いろな団体に提供できてしまうおそれがあるのではないかということを懸念する中身になっているわけであります。
これは、電力というのはまさに生活をあらわす情報そのものですから、民間の会社と本人が同意のもとでやっているのであれば

まだしも、この提供できるという仕組みについては、特に、更に言えば災害時のみならず事前の防災という名目で提供できてしまう
ということについて、これは、データ提供の様式とか手順とかさまざまルールを明確化しておかないと、運用上さまざま問題が起こる
ということが懸念されます。大臣に伺いますが、そうしたルールをどのようにしていくのか、そして、透明性の高いものにしていただ
きたいと思いますが、どんな御見解か伺いたいと思います。
〇梶山国務大臣
（前略）この点、自治体は、一般的に個人情報保護法に基づき個人情報保護条例を策定するなど、個人情報の管理体制を構

築しているものと承知しておりますが、一般送配電事業者からの情報の提供を受ける自治体において適切な情報管理が行われる
ための国の基準を示し、公表したいと考えております。経済産業省としては、関係省庁とも連携しながら、この基準や考え方につい
て、自治体等の関係者に対する周知徹底を図ることにより、この制度を円滑に実施していきたいと思いますし、いざというときに立
ち往生しないように、しっかりと対応してまいりたいと思っております。

【参考２】衆議院経済産業委員会附帯決議
三 災害時等における地方公共団体等への一般送配電事業者の電力データの提供に当たっては、災害復旧の現場における実効
的かつ迅速な対応が図られるよう、予めデータ提出の様式や手順等を定めること。

【参考３】参議院経済産業委員会附帯決議
三 災害時等における地方公共団体等への一般送配電事業者の電力データの提供に当たっては、災害復旧の現場の混乱や作
業効率の定渇に繋がることのないよう、予めデータ提供の様式や手順等を定めるとともに、地方公共団体の要望集約等、国の
役割を明確にしつつ必要な支援を行うこと。



【論点①】必要な情報の求めに関する考え方について
 法案審議における指摘のとおり、個人情報を含む電力データの重要性にかんがみ、そ
の適切な取扱いは不可欠。

 このため、前述の処分基準の記載を更に明確化し、情報を受け取った地方自治体等
における個人情報保護に万全を期すとともに、情報提供に係る必要な手続等を明確
化する観点から、予め「電気事業法第34条第1項の規定に基づく必要な情報の提
供の求めに関する考え方」を公表することとしてはどうか。
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電気事業法第34条第1項の規定に基づく必要な情報の提供の求めに関する考え方（案）
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【論点②】スケジュールについて
 本考え方の案については、関係者へ周知を促し、広く御意見をいただく観点から、本日
の御審議も踏まえ、パブリックコメントに付すこととしたい。

 また、法案が今月5日に成立したため、今夏の災害にも備える観点から、パブリックコメ
ントを通じていただいた御意見も踏まえた上で本考え方を速やかに公表した上で、
・一般送配電事業者に対して、速やかに情報の提供に関する包括要請を行うとともに、
・地方自治体等の関係機関に対して、本件の共有を行うことしてはどうか。
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